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目 的

▪ 日本における外国人労働者の方々との関わりについて、外国人労働者を
取り巻く環境の変化や「ビジネスと人権」もふまえて情報をご提供する。

▪ JP-MIRAIアシスト事業についてご理解いただき、責任ある外国人労働
者受入れ／JP-MIRAIの理念をお伝えする。

▪ こうした流れの中で、皆様に第二部以降の実践的セッションに参加頂き、
ご自身の周辺で外国人支援をして頂く意味を考えて頂く。
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1． JICAの外国人材受入れ支援
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国際協力機構（JICA）概要

2020度の事業規模

1兆7,821億円

技術協力
634件※

円借款
1兆5,666億

円

ボランティア
事業

312人※

企業との
連携事業
116件

海外投融資
734億円

国際
緊急援助

14件※

無償資金
協力

839億円

※2021年度実績

日本の政府開発援助（ODA）の実施機関

ビジョン「信頼で世界をつなぐ」
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具
体
的
事
例

開発途上国の経済発展と日
本国内の地域活性化に貢献

より適正な外国人労働者
の受入れを支援

日本国内の多文化共生
社会構築を推進

帰国した外国人材の母国
での活躍・貢献を応援

1 2

3 4
来日前・来日中・帰国後

共に生きる豊かな社会の実現へ

来日前 来日中 帰国後

◎「日系サポーター」日系社会研修［2020～中南米・国内］

◎在住外国人・日本人向け防災力強化と多文化共生支援［国内］市民参加事業

◎国際協力推進員（外国人材・共生）の配置［2020～国内］市民参加事業

◎開発教育支援を通じた多文化共生支援［国内］

◎外国人材受入に資する日本人
材開発センターの役割拡充に係
る情報収集・確認調査［2020～
全世界（広域）※7か国］

◎ベトナム人海外就労希望者の求
人情報へのアクセス支援プロジェ
クト［開始準備中～ベトナム］技術
協力プロジェクト

◎経済成長とディーセントワー
ク実現に向けた海外就労者の送
出及び帰国後のキャリア開発支
援に係る労働政策 ［2022～全
世界（広域）］課題別研修

◎海外就労者キャリア開発・起業
家支援プロジェクト［開始準備中～
ネパール］技術協力プロジェクト

◎宮崎-バングラデシュICT人材育成事業［2021～バングラデシュ・国内］草の根技術協力、技術協力

◎持続可能な農業開発にかかるシェンクワンー香川―JICA連携プログラム
東南アジア地域地方創生とODAとの連携の可能性に係る情報収集・確認調査（ラオス国パイロット事業）［2019～東南アジア（広域）］

◎責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）事務局参画［2020～国内］

◎技能実習生の帰国後就農・起業支援を通じた人材還流促進プロジェクト［2022～インドネシア］草の根技術協力

外国人材受入支援に関するJICAの取組み

• 2021年の外国人労働者数は173万人
（2011年から約2.5倍に増加）。

• その半数は開発途上国出身。母国の経済成長にも貢献。

• 日本の経済成長には、2040年に約674万人の外国

人労働者が必要と試算*¹

• 日本が「選ばれる国」になることが緊急課題

*1: JICA緒形貞子平和開発研究所「2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた取り組み調査・研究報告書」
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2． 将来的な外国人労働者受入れ動向予測

最終報告書はこちらから

https://www.jica.go.jp/jica-ri/ja/publication/booksandreports/uc7fig00000032s9-att/kyosei_20220331.pdf
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将来的な外国人労働者受入れ動向予測

問題認識 急速な少子高齢化（生産労働人口の減少）

年齢３区分別人口の推移 ―出生中位（死亡中位）推計―

7,728万人

4,529万人

3,387万人

3,381万人

1,595万人
898万人

生産年齢人口

老年人口

年少人口

生産年齢人口

老年人口

年少人口

2015年実績 2065年推計

（出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」 ）
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将来的な外国人労働者受入れ動向予測
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北海道において外国
人労働者数は
25,363人、道内就
業者数の0.96％を
占める。（2021年）

将来的な外国人労働者受入れ動向予測

2010年からの10年間で、外国人労働者数は約2.7倍、外国人労働者が
就業者全体に占める割合も1.0％から2.6％となっている
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将来的な外国人労働者受入れ動向予測

アジア近隣国の発展（＋少子化）と人材確保難

⇒日本が必要とする時に、必要な人材が来てくれるか？

JICA調査研究『2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた取組み』
（調査期間：2021年7月～2022年3月）

【調査の狙い】

✓日本国内及び人材送出国の人口動態及び産業構造の変化・労働市場を分析

し、2030/40年時点における外国人の受入れ人数と受入れ方法について検討を

行う。

✓日本国内における外国人を取り巻く現状や社会・経済的インパクトを分析し、上

記シナリオを踏まえた、将来の地方での産業や社会の変化に沿った外国人との共

生のあり方について検討を行う。

【作業グループ】価値総合研究所／日本経済研究所＋JICA緒方貞子平和開発研究所＋JICAタスクチーム
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将来的な外国人労働者受入れ動向予測
将来の外国人の受入れに関するシミュレーション

◼目標GDP（年平均1.24%）到達に必要な外国人労
働需要量

2030年：419万人（2020年比143%増）

2040年：674万人（同291%増）

①外国人労働量需要量の推計 ②外国人労働供給ポテンシャルの推計

◼現行シナリオ（外国人労働者の滞在期間が現行と同
等の場合）における外国人労働供給ポテンシャル

2030年：356万人 (需要に対し、63万人不足)

2040年：632万人 (需要に対し、42万人不足)
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注3：都道府県別の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計
人口（平成30（2018）年推計）」

2040年の産業別外国人労働数（万人）

図表：2040年の予測

需要拡大が著しい分野
⚫製造業全体 155.3 万人
⚫小売業 104.3 万人
⚫建設業 49.8 万人

９都県において、労働人口に占める外
国人労働者の割合が10%を超える

2040年の外国人労働者数（対生産年齢人口比率）
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・現行の受入れ方式では目標GDP到達に必要な労働者数を確保できない
・外国人労働者の滞在期間の長期化「選ばれる日本」に向けた取組が必要

ギャップ解消のた
めには

調査・研究会から
見えた課題

①日本の経済成長のための外国人労働者受入の必
要性（2040年に674万人が必要との推計）。

②アジアの主要送出し国において経済成長・少子化
の進展による労働者不足・獲得競争激化。

③日本の地方の人手不足は深刻であり、外国人抜
きでは地方の社会・経済が成り立たない現状。

④国際社会の『ビジネスと人権』へ関心が高まり、日
本も取り組み強化が必要。

・移民統合政策指標(MIPEX)で日本は低位（35位／56か国）
・多文化共生を担うキーパーソンの育成が急務

共生の在り方

日本人も外国人も夢を持って安心して活躍できる
豊かなダイバーシティ社会の実現

～国際協力を通じた取り組みによる『選ばれる日本』と『開かれた日本』へ

目指すべき方向性
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3. 「責任ある外国人労働者受入れプ
ラットフォーム（JP-MIRAI)」とJP-
MIRAIアシスト紹介



「ビジネスと人権」にかかる国外／国内の動き

2020年：「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）

➢今後政府が取り組む各種施策や企業活動における人権デュー・デリジェン
スの導入・促進。

2022年：責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイ
ドライン

➢企業に求められる人権尊重の取組について、日本で事業活動を行う企業の
実態に即して、具体的かつわかりやすく解説し、企業の理解の深化を助け、
その取組を促進することを目的として策定。
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国連ビジネスと人権
に関する指導原則

OECD多国籍企
業行動指針

ILO多国籍企業及び社会
政策に関する原則の三者
宣言（多国籍企業宣言）



責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム(JP-MIRAI)
Japan Platform for Migrant Workers towards Inclusive Society

JP-MIRAIとは？

日本国内の外国人労働者の課題
解決に向けて、2020年11月に
民間企業・自治体・NPO・学識者・
弁護士など多様なステークホル
ダーが集まり設立された任意団体。
会員数：559団体／個人
（2022年10月31日現在）

参加者・体制

全てのステークホルダー
が協力しJP-MIRAIが
目指す社会の実現に
向けて取組みを推進！

*JP-MIRAI共同事務局：（一社）JP-MIRAI
サービス、（独）国際協力機構（JICA）、（株）クレ
アン・（株）JTB

JP-MIRAIの取組み

日本の経済・社会の重要な構成員である外国人労働者を含めた
ディーセントワークの実現

「ビジネスと人権」
「SDGs」に沿った企
業の取組をしたいけ
れど、自社だけでで
きることには限界が
あるなあ・・・

外国人材受入れにつ
いて他の企業や団体
がどのような取組を
しているのか、どの
ような考え方を持っ
ているのか知りたい
な

地域を共に活性化し
ていく一員として外
国人材を受入れたい
けれど、どんな取組が
できるか他地域の事
例を参考に考えてみ
たいな

外国人労働者
への情報提供・
現状把握

企業・団体
の
取組み支援

国内・海外への
発信

「選ばれる日本」へ

事業
会社

業界
団体

人材
紹介
企業

監理団
体・登
録支援
機関

送出し
機関

自治
体

NPO/
NGO

駐日
大使
館

研究
者

その
他個
人

2020/11/16設立フォーラム

外国人労働者
の相談・救済窓
口

弁護士・
行政書士
・社労士
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JP-MIRAIポータル
（外国人労働者への情報提供・現状把握）

https://portal.jp-mirai.org/ja


【目的】 ①外国人労働者への情報提供を通じた問題最小化
②企業のビジネスと人権・指導原則への対応支援

• 来日前の外国人に日本の良さ・キャリア・諸制度・企業団体等の情報を提供し、適切なキャリアを選択し、適正な来日を支援
• 来日後の外国人労働者に生活や労働に必要な情報を提供（プッシュ型）し、生活の満足度を向上。
• 外国人労働者の置かれた状況（声）を聞き、行政機関などへ改善に向けた提言のための情報蓄積
• 外国人労働者のフィードバックを受けて、会員企業が、「ビジネスと人権・指導原則」に準拠した対応を行うために必要な情報を提供

【基本的な機能】 多言語対応（9言語）、サイト・アプリ共にリリース済み。順次コンテンツ・機能拡大。

（やさしい日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシア語、タガログ語、ミャンマー語）

外国人労働者向け情報提供
1) 日本で働く外国人の在留資格
2) 日本で働く外国人のキャリア
3) 日本での仕事、働き方
4) 日本でのくらし
5) 受入れの適切さを自己診断
6) 日本語・技能学習のための情報
7) 日本の外国人材関連ニュース

外国人労働者の声を聞く

定点調査＊
•定点調査は、全ての外国
人材が対象

• アンケート票への回答を
通じて、外国人材自身の
実態（満足度・問題・悩み
等）を把握

外国人労働者ユーザー登録 ソーシャルログイン・属性情報を任意登録

企業・団体掲載（承認制）＊
•送出機関、人材派遣、監理団体、企
業等承認団体の掲載。

•基本情報＋実績、手数料、求人情報
（リンク）等掲載

フィードバック＊
•送出機関・監理団体、受
入企業に関する法令項
目、労働・生活環境等に
関するフィードバック受
付

相談窓口
•電話・メール・チャット
による受付

• ログ（自動翻訳付）進捗
管理、集計

•進捗管理

外国人労働者の声（マクロ分析）＊
• 出身国・在留資格・業種・居住地別集計
• 政策提言に向けた整理

受入企業・団体等へのフィードバック＊
• 企業向けに、人権デューデリジェンスの取組に
資する情報提供（随時モニタリング）

相談・救済
メカニズ
ムへ

民間サービス（リンク）＊
•外国送金、携帯電話・保険・住宅・
ECサイトなど（有償掲載）

政府等外
部サイトへ
誘導

JP-MIRAIポータル（アプリ）～全ての外国人労働者に普及
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*今後
検討
予定



JP-MIRAI相談窓口
苦情処理・

救済メカニズム

NPO・労働組合
同胞組織等

行政機関窓口
FRESC、OTITなど

会員企業・団体

自治体
ワンストップ窓口
（国際交流協会等）

目的１．外国人労働者が抱える課題を最小化する（早期に解決）
◼ 関係者の連携によるメカニズム構築（政府・自治体・関係機関・業界団体・企業・NGO等）
◼ ワンストップかつ専門性高いチームとの連携、中立性・対話による解決の重視

国・自治体が対応できる問題は、原則、国又は
自治体が対応

連携・技術支援
コスト負担

改善を支援

ネットワーク協力関係強化

外国人労働者

雇用関係

目的２．企業の「ビジネスと人権」の取り組みを支援する
◼ 相談及びポータルを活用し、外国人労働者の抱える課題を把握し、企業の人権DDの取組みを支援
◼ 中立性・独立性の高い救済メカニズムの構築

JP-MIRAI相談・救済パイロット事業（JP-MIRAIアシスト）
（外国人労働者の相談・救済窓口）



②「相談・救済窓口基盤整備事業」（JICAロット）
JP-MIRAI会員が非営利で支援する外国人労働者を対象に、相談
窓口を開設し、伴走支援やADR利用の仕組み構築を試行的に行う
とともに、関係者間の情報共有及びネットワーク構築を行っていま
す。

①相談・救済パイロット事業（企業ロット）
JP-MIRAIサービスが民間企業との契約により、当該民間企業及
び関連法人（サプライチェーン関係等）で働く外国人労働者を対象
に、相談窓口・救済メカニズムの構築、及び人権デューデリジェンス
の実施に資するフィードバックなどを行っています。

2022年5月より、『JP-MIRAIアシスト』を愛称として、２つのパイ
ロット事業を実施中



外国人労働者相談・救済パイロット事業概念図

外国人労働者

１．「JP-MIRAIポータル（アプリ）」

業務内容： ①情報提供（ＦＡＱ含む）、②相談入口

敷居が低い
早期相談窓口

要支援ライン

トラブルの
最小化支援

トラブル回避
情報サイト

問合せ対応

提携（伴走連携）パートナー

地方・関係機関とのネットワークを強化

第3者による
紛争解決

非司法型救済メカニズムの出口として
準司法的手続を設け、深刻化する案件
のフォロー体制を構築

事件性有りライン
（弁護士法72条）

4．東京弁護士会紛争解決センター内専門ADR

敷居の低い母国語相談

母国語情報の充実

公的機関等で対応可能な
ものは窓口紹介

2. 相談窓口
業務内容：

(1)母国語相談受付（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、
西語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語、タガログ語）
(2)問合せ対応（専門ユニット）
(3)対応状況入力・フォローアップ
(4)相談事例のコンテンツ化

3. 伴走支援
業務内容：
外国人労働者自力の解決が難しい事案、又は深刻化するリスクが高い事
案について、(1)電話伴走、(2)対面伴走を行う。

支援
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JP-MIRAIアシストの利用方法

国籍にかかわらず、
JP-MIRAIポータル（アプリ）に登録すれば、
アプリ内の電話・チャット・メールで
日本在住の外国人の方の生活・労働環境にかか
る困りごとを相談できます。
（非営利目的のみ）





「JP-MIRAIフレンズ」(コミュニケーション強化・助け合い）

＜背景・コンセプト＞

◼ 外国人に対する各種アンケート調査で、「日本人の友人
がいないのが残念」との回答が多数あり。

◼ 団体に属していなくとも、「何かお役に立ちたい」という
日本人が多い。

◼ 双方向の支援で、外国人も頼られることによって、『自
己肯定感』の向上・孤立防止。

本事業は、（一社）JP-MIRAIサービスが、
休眠預金事業を利用して実施しています。

＜特徴＞

◼ お役に立ちたい事やイベントを投稿可能。

◼ 位置情報等を利用した近くの友達やイベントを検索で
きます。

◼ Google翻訳機能を利用した投稿・返信の自動翻訳

◼ サポーター研修を実施予定。

◼ 優良交流事例や「いいね！」大賞を表彰・紹介します。



外国人労働者受入れに関する会
員の優良事例共有等を通じた取組
みの促進や、研究会、勉強会、セミ
ナーの開催を通じて企業・団体・個
人の取組みの後押しをしています。

2022年度実績：
■「在日ベトナム人実態調査報告会」
■「諸外国のビジネスと人権の取り
組み研究会」
■「中小建設業界・外国人受入れ事例
共有座談会」
■「選ばれる日本に向けた望ましい
外国人材受入れ制度を考える（第1～
3回）」
■「受入企業・団体等の認証について
考える研究会」
■自治体・国際交流協会等勉強会等
（宮崎=バングラモデル、ハタラクラ
スぐんま）

企業・団体の取組み支援

過去の殆どの研究会やセミ
ナーは、JP-MIRAIホーム
ページにて「活動報告」として
資料や録画映像を公開してい
ます。



2
6 １．外国人労働者への情報提供・現状把握

1-1． JP-MIRAIポータルサイト（アプリ）業務

1-2. 外国人労働者の現状分析及び関連業務

３．企業・団体の取組みの支援

3-1． 外国人労働者の受入れに関わる調査研究業務

3-2． 会員の取組みの促進・支援業務

3-3. 企業の人権DD・苦情処理メカニズム構築支援業務

3-4. 研修・勉強会等業務

２．外国人労働者の相談・救済窓口

2-1． JP-MIRAI相談救済窓口業務

2-2. 相談関係団体ネットワーク業務

2-3. 外国人労働者ADRセンター業務

2-4. JP-MIRAIフレンズ（コミュニケーション強化）業務

４．会員間の協力

４-1． 外国人労働者に対する緊急支援

4-2. 将来の人材確保に向けた取り組み

５．国内・海外への発信

5-1. 地域イベント支援と国内メディアへの露出拡大

5-2. 国際社会への発信

5-3. JP-MIRAIの活動を共有するコミュニケーションツー
ルの制作

5-4. 次世代育成 ～JP-MIRAI Youth

主要事業
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JP-MIRAIは、全ての皆様とよりよい日本社会を作っていくためのツールです。
是非この機会に入会をご検討下さい。

（ご検討頂ける場合、研修会終了後のアンケートにその旨記載のうえ、ご連絡先をお知らせください）

JP-MIRAIのホームページ、Twitter・
Facebookアカウントには右のQRコー
ドからもアクセス頂けます。

JP-MIRAI
ホームぺージ

https://twitter.com/JPMIRAI1
https://www.facebook.com/jpmiraipf
https://twitter.com/JPMIRAI1
https://jp-mirai.org/jp/
https://www.facebook.com/jpmiraipf

